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第１図

小規模事業場における健康管理について

〇健康診断の有所見率は年々増加しており、令和４年は58.3％
となっています。

〇仕事や職業生活に関して強い不安、悩み及びストレスを感じ
る労働者の割合は８割を超えています。

➡その一方、衛生管理者や産業医の選任義務がない労働者50
人未満の事業場では、健康診断の有所見者に対する事後措置を
実施していない事業場が多く、かつメンタルヘルス対策に取り
組んでいる事業場が30人から49人の事業場では71.8％、10人
から29人の事業場では56.6％と低調な状況が認められていま
す。
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第２図

第３図



法令改正による小規模事業場へのストレスチェック義務化
（公布後３年以内の施行）
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➡令和７年５月８日可決成

立・５月14日公布



過労死等の防止について

仕事などで身体に非常に高い負荷がかかった場合に、血管の病変等が加齢や食生活等の要因を超え、著しく進

行・悪化し、脳・心臓疾患（脳内出血や脳梗塞、心筋梗塞など）を突然発症することがある。

精神障害（適応障害などの病気）は個人的要因も影響するが、仕事など外部からのストレスにより発症するこ

とがある。また、精神障害によって、正常な判断が行えず自殺してしまう人もいる。

脳・心臓疾患

精神障害
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〇「過労死等」は「業務における過重な負荷による脳血管疾患若しくは心臓疾患を原因とする死亡若しくは業務における強い心

理的負荷による精神障害を原因とする自殺による死亡又はこれらの脳血管疾患若しくは心臓疾患若しくは精神障害」と定義され

ています。

➡長時間労働などの会社の業務が原因で脳・心臓疾患や精神障害を発症し、何らかの障害が残ってしまったり、最
悪死に至ることを「過労死等」という。

➡長時間労働は身体的な面のみならず、精神的な面でも労働者に負荷を与える要因となることから、脳・心臓疾患
については長時間労働及び労働時間以外の負荷要因、精神障害については長時間労働も含めた心理的負荷をどのよ
うに評価するかという労災認定基準が設けられている。

➡脳・心臓疾患や精神障害は、過重な業務等により基礎的病態や疾患が自然経過を超えて著しく増悪・悪化させた
場合にも、業務に内在ないし通常随伴する危険が現実化したものと評価されて労災認定されることになる。そのた
め、健康診断の有所見者や基礎疾患を持つ労働者（特に中高年齢層に多い）の健康管理に留意する必要がある。



長時間労働による健康障害のリスクについて

〇時間外・休日労働時間が月100時間または２～６か月平均で月80時間を超えると健康障害のリスクが高まると医学的に評価

されており、脳・心臓疾患の労災認定基準及び時間外・休日労働時間の上限としても同時間数が採用されています。

➡労働者の健康確保

➡仕事と家庭生活の両立等の
ワークライフバランスの達成

時間外労働の上限規制の目的

働き方改革関連法の施行によ
り、時間外・休日労働の上限
規制が適用されている
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勤務時間の不規則性

拘束時間の長い勤務

休日のない連続勤務

勤務間インターバルが短い勤務
※「勤務間インターバル」とは、終業

から次の勤務の始業までをいいます

不規則な勤務・交替制勤務・深

夜勤務

事業場外における

移動を伴う業務

出張の多い業務

その他事業場外における移動を

伴う業務

心理的負荷を伴う業務 ※改正前の「精神的緊張を伴う業

務」の内容を拡充しました

身体的負荷を伴う業務

作業環境
※長期間の過重業務では付

加的に評価

温度環境

騒音

脳・心臓疾患の労災認定基準について

〇脳・心臓疾患の労災認定基準においては、「発症前１か月におおむね100時間」または「発症前２～６か月間に１か月あたり
80時間」を超える時間外労働が認められる場合」に業務と発症との関連性が強いと評価されます。

〇労働時間以外の負荷要因も総合評価して労災認定を行うことを改めて明確化する改正が令和３年に行われています。

一定の労働時間以外の負荷要因

【改正前】

発症前１か月におおむね100時間または発症前２か月間ないし

６か月間にわたって、１か月あたり80時間を超える時間外労働

が認められる場合について業務と発症との関係が強いと評価で

きることを示していました。

【改正後】

上記の時間に至らなかった場合でも、これに近い時間外労働を

行った場合には、「労働時間以外の負荷要因」の状況も十分に

考慮し、業務と発症との関係が強いと評価できることを明確に

しました。

１
長期間の過重業務の評価にあたり、労働時間と

労働時間以外の負荷要因を総合評価して労災認

定することを明確化しました

労働時
間

発症前１か月間に100時間

または

２～６か月間平均で月80時間を超え

る時間外労働の水準には至らないがこ

れに近い時間外労働

業務と発症

との関連が

強いと評価

労働時間以外の負荷要因の見直しを行い、赤字の項目を新たに
追加しました。

２
長期間の過重業務、短期間の過重業務の労働時

間以外の負荷要因を見直しました
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（資料出所）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」
（注）１  支給決定件数は、当該年度内に「業務上」と認定した件数で、当該年度以前に請求があったものを含む。

２  支給決定件数（死亡）は、支給決定件数の内数である。

第１－１図 脳・心臓疾患に係る請求件数の推移 第１－２図 脳・心臓疾患に係る支給決定件数の推移

脳・心臓疾患の労災補償状況

☞脳･心臓疾患に係る請求件数は、コロナ禍では減少傾向でしたが、令和４年度から増加に転じ、令和５年

度は前年度から220件増加しました（第１－１図）。

☞脳･心臓疾患に係る支給決定（認定）件数は、平成25年度以降、減少傾向にありましたが、令和４年度か

ら増加に転じています（第１－２図）。

☞業種別に見ると、令和６年４月まで時間外・休日労働の上限規制の適用が猶予されてきた業種における請

求・支給決定（認定）件数が多くなっています（第１－３表）。

8

脳・心臓疾患の労災補償状況について【全国】
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第１－３表 脳・心臓疾患の業種別（大分類）請求、決定及び支給決定件数

脳・心臓疾患の労災補償状況について【全国】



精神障害の労災認定基準について

〇精神障害の労災認定基準においては、長時間労働時間やその他の業務上の出来事により、強い心理的負荷が認められた場合に
業務と発症との関連性が強いと評価されます。業務上の出来事には、パワーハラスメントやセクシュアルハラスメントも含まれ
ます。

〇精神障害は様々な要因により発症し得るが、「業
務以外の心理的負荷や個体側要因により発病したと
は認められないこと」も労災認定の要件となります。

〇精神障害は時間外・休日労働時間が月100時間ま
たは２～６か月平均で月80時間を超えた場合に即時
に業務と発症との関係が強いと評価されるものでは
なく、その他の業務上の出来事との総合評価となり
ます。ただし、発症前１か月に160時間を超えてい
たような場合は、長時間労働のみで業務と発症との
関係が強いと評価されます。

「強」になる例
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（資料出所）厚生労働省「過労死等の労災補償状況」
（注）１  支給決定件数は、当該年度内に「業務上」と認定した件数で、当該年度以前に請求があったものを含む。

２  支給決定件数（自殺（未遂を含む））は、支給決定件数の内数である。

第２－１図 精神障害に係る請求件数の推移 第２－２図 精神障害に係る支給決定件数の推移

精神障害の労災補償状況

☞精神障害に係る請求件数・支給決定（認定）件数は、右肩上がりで推移しており、令和５年度は前年度か

ら請求件数が892件増加、支給決定件数は173件増加しています（第２－１図・第２－２図）。

☞業種別で見ると、請求件数・支給決定（認定）件数は、「製造業」・「卸売・小売業」・「医療・福祉」

が多くなっています。また、令和６年４月まで時間外・休日労働の上限規制の適用が猶予されてきた業種に

おける支給決定（認定）件数が多くなっています（第２－３表）。
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精神障害の労災補償状況について【全国】



第２－３表 精神障害の業種別（大分類）請求、決定及び支給決定件数
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精神障害の労災補償状況について【全国】
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〇事業場内で安全衛生管理を行うに当たっては、実際に管理を行う担当者の存在が重要となります。

〇労働安全衛生法では、事業場の業種や規模に応じて安全衛生管理に関する各種管理者の選任を義務付けており、労働者50人未満（10人
以上）の事業場では衛生管理者や産業医を選任して労働基準監督署長に届出する義務はありませんが、「安全衛生推進者」又は「衛生推
進者」の選任は必要であり、これらの担当者が事業場内における安全衛生管理実務の任に就くこととなります。

〇労働者50人未満の事業場では、衛生委員会等を設ける法的義務はありませんが、労働安全衛生規則第23条の２で、安全や衛生に関する
事項について関係労働者の意見を聴くための機会を設けるようにしなければならないことが定められていますので、同機会を利用して、
健康管理に関する事項を検討することが望ましいとされています。

〇労働者の健康管理を行うに当たっては、労働者の健康情報等を取り扱う者やその取り扱う情報の範囲等を明確にしておくことが望まし
いです。➡「事業場における労働者の健康情報等の取扱規程を策定するための手引き」パンフレット参考。

小規模事業場での安全衛生管理体制について

14

安全衛生推進者又は衛
生推進者を選任後は、
氏名を作業場の見やす
い箇所に掲示する等に
より関係労働者に周知
してください。



①健康診断及び有所見者への対応について
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＜※1： 労働安全規則第13条第1項第2号に掲
げる業務＞

イ 多量の高熱物体を取り扱う業務及び著しく
暑熱な場所における業務

ロ 多量の低温物体を取り扱う業務及び著しく
寒冷な場所における業務

ハ ラジウム放射線、エツクス線その他の有害
放射線にさらされる業務

ニ 土石、獣毛等のじんあい又は粉末を著しく
飛散する場所における業務

ホ 異常気圧下における業務

ヘ さく岩機、鋲打機等の使用によつて、身体
に著しい振動を与える業務

ト 重量物の取扱い等重激な業務

チ ボイラー製造等強烈な騒音を発する場所に
おける業務

リ 坑内における業務

ヌ 深夜業を含む業務

ル 水銀、砒素、黄りん、弗化水素酸、塩酸、
硝酸、硫酸、青酸、か性アルカリ、石炭酸その
他これらに準ずる有害物を取り扱う業務

ヲ 鉛、水銀、クロム、砒素、黄りん、弗化水
素、塩素、塩酸、硝酸、亜硫酸、硫酸、一酸化
炭素、二硫化炭素、青酸、ベンゼン、アニリン
その他これらに準ずる有害物のガス、蒸気又は
粉じんを発散する場所における業務

ワ 病原体によつて汚染のおそれが著しい業務

カ その他厚生労働大臣が定める業務

➡2023年４月から、有機溶剤、特定化学物質（特別管理物質等を除く）、鉛、四アルキル鉛に関する特殊健康診断の実施頻度に
ついて、作業環境管理やばく露防止対策等が適切に実施されている場合には、その実施頻度（通常は６月以内ごとに１回）を１
年以内ごとに１回に緩和することができることとされました。



①健康診断及び有所見者への対応について
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〇健康診断の結果、異常の所見があると
診断された労働者について、当該労働者
の健康を保持するために必要な措置を医
師又は歯科医師から意見聴取する必要が
あることが、労働安全衛生法第66条の
４項で事業者に義務付けられています。

〇聴取した医師の意見は健康診断個人票
に記載する必要があります。

〇健康診断の結果、①血圧検査②血中脂質検査③
血糖検査④腹囲の検査またはＢＭＩ（肥満度）の
測定の全てに「異常の所見」があると診断された
場合に、労災保険の制度として「二次健康診断等
給付」を受けることが可能です（無料）。

〇二次健康診断等給付では、脳血管と心臓の状態
を把握するために必要な二次健康診断と特定保健
指導が行われます。



①健康診断及び有所見者への対応について
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（出典）埼玉産業保健総合支援センターHP



②長時間労働者への対応について
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〇長時間労働を行い、疲労が蓄積した労働者について、一定の要件で医師による面接指導を行うことが事業者に義務
付けられています。➡詳細は「過重労働による健康障害を防ぐために」パンフレット参考。

〇同面接指導を適正に行うためには、全ての労働者の労働時間の状況を適正に把握する必要があります。

☞ 労働時間の状況の把握は、労働者の健康確保措置を適切に実施するためのものであり、その対象となる労働者は、①研究

開発業務従事者、②事業場外労働のみなし労働時間制の適用者、③裁量労働制の適用者、④管理監督者等、⑤派遣労働者、

⑥短時間労働者、⑦有期契約労働者を含めた全ての労働者となる。

！ 労働時間の状況を把握しなければならない労働者には、裁量労働制の適用者や管理監督者も含まれるか？！



②長時間労働者への対応について
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〇法定の面接指導等の要件に該当しない場合でも、時間
外・休日労働時間が月45時間を超える等健康への配慮が
必要と思われる労働者には面接指導やそれに準ずる措置
を講じることが望ましいとされています。
〇措置を講じる基準は、事業場内で協議してください。



②長時間労働者への対応について
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〇労働者50人未満の小規模事業場では産業医の選任義務
がないため、長時間労働者に係る医師による面接指導も
地域産業保健センターを無料で利用できます。



③メンタルヘルス対策について
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〇事業者が講じるメンタルヘルスケアが適切かつ有効に実施されるよう原則的な実施方針を定めた「労働者の心の健
康の保持増進のための指針」が定められています。➡「職場における心の健康づくり」パンフレット参考。

メンタルヘルスケアは継続的かつ計画的に行わることが重要で
あり、上記指針では「心の健康づくり計画」を策定することが
必要とされています。

【心の健康づくり計画に盛り込む事項】

【小規模事業場におけるメンタルヘルスケアの取組の留意事項】

〇※1：「事業場内メンタ
ルヘルス推進担当者」はメ
ンタルヘルスケアの推進の
実務を担当することになる
ことから、衛生推進者を選
任することが望ましいとさ
れています。
〇※2：小規模事業場では
専門的知識を持った方を内
部に配置することは難しい
ので産業保健総合支援セン
ター等の事業場外資源を積
極的に活用することが有効
です。
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ストレスチェックの実施について

〇労働者50人未満の小規模事業場でもストレスチェックの実施が義
務化される法案が可決・公布されましたが、同法の適用開始時期や
実施結果報告の取扱いについてはまだ未定です（現状報告義務があ
るのは労働者50人以上の事業場のみです）。

〇ストレスチェックは、事業場で
実施するメンタルヘルス対策にお
いて、一次予防措置（メンタルヘ
ルス不調の未然防止措置）として
位置づけられています。

③メンタルヘルス対策について



「厚生労働省版ス
トレスチェック実
施プログラム」

③メンタルヘルス対策について
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〇「こころの耳」では、事業者の方向け
にメンタルヘルスの取組事例等を紹介し
ています。

〇「厚生労働省版ストレスチェック実施
プログラム」のダウンロードサイトでは、
ストレスチェックの受検・結果出力・集
団分析等ができるプログラムを配布して
います。

「こころの耳」



エイジフレンドリーガイドライン・補助金のお知らせ
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高年齢労働者の労働災害防止のための設備改善や、専門家による指導を受け
るための経費の一部を補助します。
▶補助金申請受付期間
令和７年５月15日（木）から令和７年10月31日（金）まで

【注意】予算額に達した場合は、受付期間の途中であっても申請受付を終了
することがあります。
▶申請先
令和７年度補助事業者
一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会 エイジフレンドリー補助金
事務センター

令和７年度エイジフレンドリー補助金

「エイジフレンドリーガイ

ドライン」は、高年齢労働
者が安心して安全に働ける
職場環境づくりや高年齢労
働者の健康づくりを推進す
るために、事業者や労働者
に取組が求められる事項を
具体的に示したものです。


	レイアウトサンプル
	スライド 1: 小規模事業場における健康管理について
	スライド 2
	スライド 3: 小規模事業場における健康管理について
	スライド 4: 法令改正による小規模事業場へのストレスチェック義務化 （公布後３年以内の施行）
	スライド 5
	スライド 6: 長時間労働による健康障害のリスクについて
	スライド 7: 　 　脳・心臓疾患の労災認定基準について
	スライド 8: 脳・心臓疾患の労災補償状況について【全国】
	スライド 9: 脳・心臓疾患の労災補償状況について【全国】
	スライド 10: 精神障害の労災認定基準について
	スライド 11: 精神障害の労災補償状況について【全国】
	スライド 12: 精神障害の労災補償状況について【全国】
	スライド 13
	スライド 14: 小規模事業場での安全衛生管理体制について
	スライド 15: ①健康診断及び有所見者への対応について
	スライド 16: ①健康診断及び有所見者への対応について
	スライド 17: ①健康診断及び有所見者への対応について
	スライド 18: ②長時間労働者への対応について
	スライド 19: ②長時間労働者への対応について
	スライド 20: ②長時間労働者への対応について
	スライド 21: ③メンタルヘルス対策について
	スライド 22: ③メンタルヘルス対策について
	スライド 23: ③メンタルヘルス対策について
	スライド 24: エイジフレンドリーガイドライン・補助金のお知らせ


